
 

令和２年度地方財政対策等についての共同声明 
 

 

本日、令和２年度予算案が閣議決定され、地方財政対策が決定した。 

 まず、地方税が増収となる中で、地方交付税について前年度を上回る 16.6 兆

円を確保するとともに、地方の一般財源総額について、社会保障関係費、防災・

減災対策、会計年度任用職員制度の導入等に係る歳出の増を踏まえ、前年度を

上回る 63.4 兆円を確保したことは高く評価する。 

令和元年度に引き続き折半対象財源不足が生じないこととなり、臨時財政対

策債を 0.1 兆円抑制したことは評価する。しかし、依然として巨額の財源不足

が解消されていないことから地方交付税の法定率の引上げなど、特例措置に依

存しない持続可能な制度の確立を目指していただきたい。  

 

地方法人課税の新たな偏在是正措置により生じる財源の全額 4,200 億円を活

用して、地方団体が地域社会の維持・再生に向けた幅広い施策に自主的・主体的

に取り組むための「地域社会再生事業費（仮称）」を創設したことは高く評価す

る。 

 

防災・減災対策については、地方団体が単独事業として実施する河川等の浚

渫を推進するため、新たに「緊急浚渫推進事業費（仮称）」900 億円を計上する

とともに、都道府県等の技術職員の増員による市町村への支援や大規模災害時

の中長期派遣の要員を確保するための経費に対して地方財政措置が図られたほ

か、令和元年度補正予算案において、「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」

に基づき、災害からの復旧・復興のための施策を講じるとともに、特別交付税を

増額したことは高く評価する。 

また、災害防止などの観点から森林整備を一層推進するため、森林環境譲与

税について地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金を活用して増額確

保したことは評価する。 

 

幼児教育・高等教育の無償化に要する地方負担を含む人づくり革命に係る事

業費等については、歳出に全額計上し、必要な財源を確保したことは評価する。

また、令和元年度補正予算案において、「GIGA スクール構想の実現」など、次代

の社会を担う人材の育成に対して各種の措置を講じたことを評価する。 

 

会計年度任用職員制度が令和２年度から施行されることに伴う期末手当の支

給等に必要となる経費については、歳出に増額計上し必要な財源を確保したこ

とは評価する。 



地方創生については、「まち・ひと・しごと創生事業費」を引き続き１兆円確

保するとともに、「地方創生推進交付金」について、前年度と同額の 1,000 億円

を確保したほか、Society5.0 を推進するための支援の枠組みの新設、複数年度

にわたる施設整備事業の円滑化、「移住支援金」の対象者・対象企業に係る要件

緩和など運用の改善を図ったことに加え、令和元年度補正予算案において、「地

方創生拠点整備交付金」の対象事業を拡大した上で 600 億円確保するなど、地

方創生の実現に向けた各種の措置を講じたことを評価する。 

 

 地方の未来を切り拓いていくことなくして、日本の未来はない。我々は自ら

の意志と創意工夫で未来を切り拓いていく所存であり、今後とも地方税財源の

確保・充実が図られることを求める。 
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